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研究成果の概要（和文）：本研究は、前近代に発生した歴史地震を対象として、史料に記された建造物の被害状況だけ
でなく、史料の信憑性や建造物の特性も踏まえて被害状況を評価し、新たな被害評価方法と震度推定基準の確立を目指
すものである。本研究では、歴史地震に関する信憑性の高い史料が豊富に残されており、当時の工法で造られた建造物
が数多く現存している近畿地方を検討の対象とした。その結果として、従来よりも妥当性の高い建造物の被害評価と、
確実度の高い震度推定が可能となった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is assessing the damage situation of buildings caused by
 historical large earthquakes on the basis of historical documents, in consideration of reliability of his
torical records and the characteristics of buildings, and establishing new method to evaluate damage situa
tion of buildings and new criteria to estimate seismic intensity. The target region in this study was the 
Kinki district, Central Japan, where historical records with high reliability and building structures cons
tructed by crafting technique in those days are still abundant. This study made it possible to evaluate mo
re reasonable building damages and seismic intensities than previous studies.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
明治時代後半から現代に至るまでに刊行
されている地震史料集は、全体で 33 冊（約
27,000頁）と膨大な量に及ぶ。この大部な地
震史料集の中には、歴史学研究者が一級史料
と認める良質なものも所収されている。しか
し、歴史学研究者が史料としては取り扱わな
い種類のもの、例えば、明治期に編纂された
郡誌類、近年刊行された自治体史や論文など
からの抜粋記事も多く含まれている。このよ
うに、既刊の地震史料集の所収史料が均質で
はないことから、これらの地震史料集を取り
扱う際には、歴史学研究者の手による史料の
信憑性の確定が必要となってくる。 
 地震史料を地震学に活用する際には、歴史
地震の被害評価や震度推定に使用できる信
憑性の高い史料記述を取捨選択し、被害発生
場所ごとに震度を推定して震度分布図を作
成する作業が必要となる。その際には、地震
発生当時の基本的な時代背景の理解、記述さ
れている被害状況など事実の解釈、被害発生
場所の地名の比定、といった地震学研究者に
は専門外であり、歴史学研究者が専門とする
検討項目が数多くある。だが、ほとんどの歴
史学研究者の歴史地震研究における関心事
は、地震災害の社会への影響や被災後の人々
の復興過程にあり、被害評価や震度推定は地
震学の研究分野と考えられ、対象外とされて
いるのが現状である。 
 上記のような理由から、歴史地震研究にお
ける被害評価や震度推定には、歴史学研究者
の積極的な参加が不可欠である。それにも拘
わらず、それがほとんど実施されていない以
上、地震学研究者が主導する現状の歴史地震
研究においては、地震史料が適切に活用され
ているとは言い難い。そのため、地震学研究
者の手による歴史地震の被害評価や震度推
定には、歴史学的に多くの課題が内在してい
る。そこで、歴史学研究者が歴史地震研究に
おいてその専門性を活かし、史料の信憑性の
確定や建造物の被害評価に基づく震度推定
について、歴史学的知見を加えることが必要
と考える。 
 これらのことから、今後の歴史地震研究に
学術的信頼性を付与するためには、歴史学に
基づく新たな被害評価方法と震度推定基準
の確立が重要と捉え、地震学的な研究分野に
ついても歴史学研究者が積極的に取り組む
必要があると考えるに至った。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、主に地震史料に基づき、前近代
（明治時代以前）に日本列島で発生した歴史
地震を対象とするものである。この研究は、
従来のように、史料に記された建造物の被害
状況のみに基づいて震度を推定するもので
はない。本研究の目的は、地震被害が記され
た史料の信憑性をはじめとして、建造物の構
造や築年数なども踏まえて被害状況を評価
し、新たな被害評価方法と、それに基づく震

度推定基準の確立を目指すことである。 
 既刊の地震史料集を地震学に活用する一
つの方法としては、機器観測が行われる以前
の前近代に発生した被害地震を対象として、
史料記述に基づく被害発生地点ごとの震度
を推定し、震度分布図を作成することが挙げ
られる。このような震度分布図は、現代にお
ける強震動の研究に寄与できるだけでなく、
過去に地震災害に遭った地域における地震
防災・減災にも役立てることができる。また、
歴史地震における推定震度は、実際にその場
所で過去に発生した地震被害に基づいてい
ることから、数値計算のみに基づく仮想の推
定震度に比べて妥当性や説得性は高いと言
える。 
 歴史地震における震度分布図を作成する
ためには、特定の被害地震について個々の被
害発生場所の震度を推定する必要があり、そ
れには、被害評価の方法および気象庁震度階
級へ置換する際の基準の作成が必要である。
既往研究においては、歴史地震の震度分布図
が数多く作成されており、そこでの震度の推
定には多くの場合、城郭の構造物、町家・土
蔵、寺社の堂宇、橋・道路といった、史料に
記述にある建造物の被害状況に基づいてい
る。そのため、既往研究における歴史地震の
推定震度は、被害を受けた建造物の特性に大
きく依拠していると言える。それにも拘わら
ず既往研究では、被害の評価に関して当時の
建造物の特性がほとんど考慮されておらず、
震度の推定に際しても被害状況以外の基準
は提示されていない。そのため、現状の歴史
地震研究における震度の推定には不備があ
り、より確実度の高い震度を推定するために
は、史料に記されて被害状況のみに基づいて
単純に判断するだけでは不十分である。 
 上記のような理由から、歴史地震において
震度推定を行う際には、はじめに、史料の信
憑性を確定する必要があり、次に、建造物の
特性や履歴について可能な限り検討の対象
とし、様々な条件を組み合わせた相互分析に
よって被害状況の評価を厳密に行う必要が
ある。そして、様々な条件に基づく多角的な
検討によって、従来よりも客観的で妥当性の
高い被害程度を導き出し、より確実度の高い
推定震度を求めることができると考える。こ
のようにして作成された確実度の高い震度
推定に基づく歴史地震の震度分布図が、今後
の地震学研究に利用されることに期待した
い。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、前近代に幾度の被害地震に遭
遇しながらも、当時の建造物が数多く現存し
ている近畿地方を対象地域とした。その中で
も、千年以上の長い年月を通じて人々が生活
し、複数回の被害地震を経験している京都・
奈良・大津といった人口密集地域に研究を集
中した。それは、当該地域には、未収録の地
震史料が数多く現存しているだけでなく、当



時の構造材や工法で造られた建造物が、数度
の地震によって被災しながらも、修復を繰り
返しつつ数多く現存しているためである。 
 研究の方法としては、最初に、当該地域に
被害を及ぼした前近代の地震について、既刊
の地震史料集に所収されている史料から信
憑性の高いものを選び出した。また、対象地
域の資料館や図書館などで史料の調査を行
い、既刊の地震史料集には未収録の新たな地
震関連史料を収集した。次に、これらの史料
から地震被害の記述を抽出し、歴史学の研究
成果を用いて被害発生場所を特定した。そし
て、既往研究にある「歴史地震のための震度
表」に基づいて被害発生場所の暫定的な震度
推定を行った。これに加えて、歴史学で用い
られている関連史料や文化財修理報告書な
どに基づき、被害発生場所の建造物について、
地震災害だけでなく風水害・火災・戦乱によ
る被災・焼失や、その後の修復・再建の履歴
を調査した。このような建造物の構造・築年
数・修復履歴といった要素から建造物の地震
被害について分析し、立地する地盤条件など
も考慮して被害程度を総合的に評価して、そ
れに基づいて被害発生場所の震度を再度推
定した。なお、この一連の作業によって得ら
れた地震史料や建造物の構造・履歴といった
様々な情報を集計して、歴史地震における被
害評価基準の試作版も作成している。 
 
４．研究成果 
 本研究では、前近代の被害地震を対象とし
て、信憑性の高い地震史料を選択し、被災し
た建造物の被害状況だけではなく、建造物の
構造や履歴なども踏まえて被害程度の評価
を行った。そして、基準化した妥当性の高い
被害評価を用いて、従来よりも確実度の高い
推定震度を導き出した。その事例として、近
畿地方の中でも現存する前近代の史料や建
造物が特に豊富であり、歴史上、複数回の大
きな被害地震に遭遇している京都について、
被害評価方法に関する検討結果の具体例を
挙げていく。 
 京都盆地北部に位置する京都は、延暦十三
年（794）の平安遷都以来、6回の大きな被害
地震に遭遇している。そのうち近世（16世紀
後期～19 世紀中期）に京都を襲った被害地震
は 3回である。文禄五年（1596）の伏見地震、
寛文二年（1662）の近江・若狭地震、文政十
三年（1830）の京都地震である。この 3回の
被害地震を事例として取り上げ、個々の被害
の特徴や要因について検討し、建造物の特性
に基づく被害評価から震度を推定した。 
(1) 文禄伏見地震（1596 年）における被害要
因と評価 
 文禄五年の伏見地震は、畿内一円に多大な
被害を及ぼした内陸地震であり、16 世紀末に
急速に拡大した京都の下京以南や鴨川東岸
の地域、京都盆地中央部の新造の城下町であ
った伏見などに大きな被害を及ぼした。その
被害の特徴についてみると、東寺の境内では、

南大門や灌頂院など倒壊に至った建物と、五
重塔や御影堂など破損に止まった建物とが
混在しており、必ずしも壊滅的な被害を蒙っ
たわけではない。その理由として、倒壊した
建物の多くが本瓦葺き屋根で築年数が長く、
倒壊しなかった建物の多くが檜皮葺きや柿
葺き屋根で築年数が短かったことが挙げら
れる。つまり、本瓦葺きで屋根が重く、経年
劣化が進んで地震の揺れに弱くなった建造
物が集中的に倒壊したことになり、この場合
は建造物の被害のみに基づく暫定的な震度
推定よりも震度を小さく推定する必要があ
る。 
 また、元亀四年（1573）の上京焼き討ち以
降に建設された上京の町家群では、地震によ
る被害は比較的軽微であり、築年数が長く経
年劣化の進行していた下京の町家群は大き
な被害を受けた。そのためこの場合も、下京
の震度は小さく推定する必要がある。 
(2) 寛文近江・若狭地震（1662 年）における
被害要因と評価 
 寛文二年の近江・若狭地震は、近畿地方北
部一帯に被害を及ぼした内陸地震である。こ
の地震における京都での被害は、知恩院・妙
法院での坊舎の倒壊や、五条大橋での橋板の
崩落など京都盆地東縁部に偏在しており、京
都市中では局所的に大きな被害が生じた以
外は、全体として被害は軽微であった。その
要因として、当該期の町家の多くが石置板葺
きや柿葺きの屋根を採用しており、屋根の軽
い構造であったことが挙げられる。 
 一方、伏見では、豊後橋が崩れかかり、京
橋や肥後橋の橋杭が沈下しており、淀では淀
城が大破して、城下の町家も多数が破損して
いる。このよう建造物に大きな被害が発生し
た伏見や淀は、江戸時代初期に氾濫原や低湿
地といった軟弱地盤地域を埋め立てて開発
された市街地であった。特に、京都の外港都
市であった伏見の場合は、人口規模が京都の
1/16 であったにも拘わらず、京都と同程度の
町家の倒壊被害が生じている。これは町家の
特性に起因する被害ではなく、地盤条件の悪
い場所での市街地開発による被害と考える。 
(3) 文政京都地震（1830 年）における被害要
因と評価 
 文政十三年の京都地震は、主に現在の京都
市中心部（上京区・中京区・下京区・東山区）
で大きな被害が生じた内陸地震である。二条
城や御所・公家屋敷では、城郭を取り囲む防
御施設である石垣・櫓・門・土塀や、禁中と
外界とを隔てる築地塀や土塀といった施設
外周の建造物で被害が大きかった。 
 また、京都市中では、天明八年（1788）の
天明大火の後に、防火性能が高く本瓦葺きよ
りも安価な桟瓦葺き屋根の町家が急速に普
及していった。そして、普及がほぼ完了した
19 世紀初頭に今回の地震が発生した。桟瓦葺
きの町家は、石置板葺きや柿葺きに比べて屋
根の重い構造であり、地震の揺れに対しては
脆弱な建物である。そのため、この地震では



市中の至る所で桟瓦葺き屋根の町家が大
破・倒壊しており、それによって多くの負傷
者や死者が生じたと考える。この場合は、桟
瓦葺きで屋根が重く、天明大火以降の経年劣
化で揺れに対して脆弱になった町家が集中
的に倒壊しているため、町家の被害のみに基
づく暫定的な震度推定よりも震度を小さく
推定する必要がある。 
 
 なお、このような歴史地震における建造物
被害の基準作成に向けた研究は、基礎的なデ
ータの収集・分析とその積み重ねが重要であ
り、今後も研究を継続していく必要がある。 
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